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決算資料



令和６年度決算（案）
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主な内訳等差引(Ｂ－Ａ)決算（Ｂ）予算（Ａ）項目

京都市負担金－401,416円401,416円京都市負担金

利息254円254円－その他

繰越金ー98,584円98,584円繰越金

254円500,254円500,000円合計

主な内訳等差引(Ｂ－Ａ)決算（Ｂ）予算（Ａ）項目

広報活動費5,800円305,800円300,000円広報活動費

監査費、会場費 等△6,790円193,210円200,000円諸経費

1,244円1,244円ー翌年度繰越

254円500,254円500,000円合計

＜支出＞※ 支払い前のものを含む

決算収支 ０円

＜収入＞



令和６年度の取組
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第１回︓令和６年５月22日
第２回︓令和６年11月15日

※ 「第12回サステイナブルキャンパス推進協議会（CAS-Net JAPAN）2024年次大会」と連動開催
第３回︓令和7年３月24日

概要
■ 地域での経済・環境価値循環にもつながるスマート電力システムの在り方の検討
■ スマート電力システム構築に資するビジネスの検討
＜市内特定事業者への個別ヒアリング＞ 【資料１別紙①】参照

ー 令和５年度の市内特定事業者及び準特定事業者にデマンドレスポンスに関するアンケート結果をもとに、デマンドレスポンス
に関心のある事業者に対してヒアリングを実施。

■ 様々なエネルギーリソースを用いた市域での電力の需給調整等の実証
ー 地域経済循環型の脱炭素モデルの実装に向けた、市内の既存蓄電池（マルチユースシミュレーション実証で設置）等を
束ねて市場に拠出するための検証・準備。

■ 事業者・市民等の認識向上を図る広報
＜広報用チラシの作成＞【資料１別紙②】参照
－ 市内での「調エネ」についての認識向上を図るため、広報用チラシを作成。

動画コンテンツやホームページ等とともにチラシを活用し、事業者・市民等への広報を実施。

取組内容

総会開催
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【参考】次年度以降の取組予定（Ｒ６第３回総会資料より）

市内のエネルギーリソース状況、
事業者の関心、ビジネスモデル
等の調査

会
員
に
よ
る
ビ
ジ
ネ
ス
展
開

【予算】 300万円
調査費、会場費等

【予算】 50万円
広報費、会場費等

【予算】 0円
自走化による取り組み

Ｒ5アンケートに基づく、
事業者への個別ヒアリング

市ＨＰ開設

知見の共有によるビジネスモデルの検討

周知啓発の実施、協議会の取組発信

チラシ作成

（事業）
第３条 協議会は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。

⑴ 地域での経済・環境価値循環にもつながるスマート電力システムの在り方の検討
⑵ 様々なエネルギーリソースを用いた市域での電力の需給調整等の実証
⑶ スマート電力システム構築に資するビジネスの検討
⑷ 事業者・市民等の認識向上を図る広報
⑸ その他協議会の目的に合致する事業

協
議
会
規
約

既存設備（蓄電池）を活用した検証・準備

国事業活用の検討

国
事
業
活
用
の
検
討
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令和５年度「デマンドレスポンス取組意向調査」
結果に基づく企業ヒアリング



【参考】令和５年度デマンドレスポンス取組意向調査
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［目的］

※京都市では「京都市地球温暖化対策条例」により、一定の基準に該当する事業者を特定事業者や準特定事業者とし、それぞれ「事業者
排出量削減計画書」や「エネルギー消費量等報告書」の提出を求めている

特定事業者
・事業活動を行う際に使用される電気やガスなどのエネルギー使用量が原油換算で1,500kL以上となる事業者等
準特定事業者

・事業の用に供する建築物で、その用に供する部分の床面積の合計が1,000㎡以上の建築物を所有している事業者

デマンドレスポンスの普及を進めるため、エネルギーを多量に消費している事業者の
デマンドレスポンスについての認知度や取組状況等を把握。

［対象］
京都市地球温暖化対策条例に定める「特定事業者※」及び「準特定事業者※ 」。

なお、調査・回答は事業所単位で実施。

［実施時期］

［回収数］

2024年（令和6年）2月上旬〜2月26日
［配布数］

特定 136 準特定 499（有効配布数493）合計 635 （有効配布数629）

特定 24 準特定 188 合計 212（回収率33.4%）



【参考】調査結果（取組度・認知度・関心度）
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• 既にデマンドレスポンスに取り組んでいる事業所は、全体で約44%

• 特定事業者は「既に取り組んでいる」が約80%と多い。準特定事業者で「既に取り組ん
でいる」は約34%であり、特定事業者に比べれば低いものの、一定取り組みが進んでいる

• 全体で関心層※は約39%で、無関心層※の約18％の倍以上であり、取り組んでいない
事業者にも、関心は広がっていると思われる

関心層︓「関心はあるが、まだ取り組んでいない」と「今回初めて聞いて、関心を持った」の計
無関心層︓ 「聞いたことがあるが関心はない」と「今回初めて聞いたが、関心はない」の計

34.0%

80.4%

43.7%

28.9%

13.7%

25.7%

8.8%

5.9%

8.2%

16.5%

13.1%

11.9%

9.4%

準特定事業者

特定事業者

全体

デマンドレスポンスの取組度・認知度・関心度

0% 20% 40% 60% 80% 100%
既に取り組んでいる 関心はあるが、まだ取り組んでいない
聞いたことがあるが、関心はない 今回初めて聞いて、関心を持った
今回初めて聞いたが、関心はない 無回答



令和５年度「デマンドレスポンス取組意向調査」結果に基づく企業ヒアリング
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［目的］
・ 好事例の収集
・ 企業の取組状況や関心度合いに応じて、調エネの提案、企画検討。

［対象］
① 既にデマンドレスポンスに取り組んでいる実績がある。
② ３年以内に更新や新規導入を予定している電気設備機器があり、
デマンドレスポンスに対応できる設備を検討する意向がある。

上記に該当し、事業所用途※に偏りがでないよう、可能な範囲で実施中。
※ 事務所、 ホテル、 病院、物品販売業、学校、飲食店、工場、その他等

［主なヒアリング項目］
・ 背景、目的
・ 用途、実施内容
・ 運用フロー
・ 成果、効果、課題
・ 今後の展望
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